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１．問題の所在
　日本の労働市場に関する研究はあまた存在したものの、それを国籍ないし民族別にみたものはほと
んどなかった。ある程度の図式化の試みはあるものの、断片的な調査報告をもとに構成されたもので
あり、議論を裏付けるデータの欠如が実態の解明を妨げてきた。公的統計は、ほとんど国籍別のデー
タを公表しておらず、わずかに入管統計や国勢調査から外国人の仕事の状況がうかがい知れる程度で
あった。それにある程度の変化をもたらしたのが2009年の統計法改正で、これにより国勢調査のデー
タを活用することが可能になった。本稿は、改正統計法にもとづく国勢調査のオーダーメイド集計に
より得られたデータを開示し、未解明だったいくつかの課題に暫定的に答えることを目的としている。
　本稿で開示するのは2005年国勢調査のオーダーメイド集計結果であり、2000年国勢調査データを
扱った大曲ほか（2011a）の続編として位置づけられる1。この一連の試みは、当初はアカデミックな
関心というよりは実践的な要請にもとづいていた。我々は、移住労働者と連帯する全国ネットワーク
の貧困プロジェクトを2009年から手がけており、アドボカシー目的で「移住者と貧困」の実態を解明
する必要があった。社会に広く訴え政策的措置を引き出すには、個別の貧困状況の報告だけでは不十
分で、集合的にあらわれる国籍別格差を示す必要があったからである（大曲ほか 2012）。そのため、
2010年に初めて国勢調査のオーダーメイド集計を行ったが、試行的な性格があったことと予算の都合
により、2000年のデータに限定されていた。それでも、従来開示されていなかったデータにより、在
日外国人の状況について新たに得られた知見は多かった。経年的な変化も含めて分析すれば解明しう
ることは豊富にあるだろう、それには国勢調査の集計に特化したプロジェクトが必要ではないか。
1　プロジェクトでは、労働のほか家族・ジェンダーと教育をテーマとしている。これについては、本号掲載の論
文のほか、髙谷ほか（2013）、大曲ほか（2011b, 2011c）を参照。また、オーダーメイド集計の概要と統計的な問題
点について詳しくは、大曲ほか（2011a）で説明してある。本稿をみるうえで注意すべきことを１点だけ述べてお
くと、掲載した人数はすべて１桁を四捨五入したものである。この場合、人数が多ければ大きな誤差は出ないが、
少ない場合には問題が生じる。たとえば、表において50人中10人が該当する場合、20%と計数されるが、現実には
以下のようになる。分母が最大で分子が最小の場合には54人中６人＝11%、分母が最小で分子が最大の場合には46
人中14人＝30.4%となるが、いずれも50人中10人と表記される。そのため、分母が100人未満、分子が50人未満のも
のは参考程度に考えたほうがよいだろう。
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　そうした方針のもと、我々は必要な助成を得て集計を依頼して順次データを開示していくこととし
た。本稿では2005年調査データに限定されるが、これは他の年に行われた調査との経年的な比較を念
頭においたものである2。ただし、オーダーメイド集計のもととなるデータの制約により、本稿で比較
する国籍は日本、韓国・朝鮮、中国、フィリピン、タイ、ブラジル、ペルーに限定せざるをえないこ
とを、あらかじめお断りしておく。
２．国籍と職業
（1）職業小分類におけるニッチ
　職業小分類と国籍とのクロス集計により、国籍別にどのような職についているかをかなり細かく把
握できる。表１に即して、必要に応じて2000年データと比較しつつ（大曲ほか 2011a）、特徴を示し
ていきたい。第１に、専門職についてはブラジル・ペルー国籍の比率が著しく低く、完全に排除され
ている3。東南アジア国籍では、タイ国籍がマッサージに70名従事し、フィリピン国籍で恐らく英語を
教えると思われる個人教師に460名が従事していた。フィリピン国籍では音楽家、舞踏家の比率が7.5％
に達しているが、このほとんどはフィリピン・パブで働くエンターテイナーと思われる。サービス業
に入る接客社交、芸者・ダンサーとの境界は明確なものではなく、実質的には専門職に含めないほう
が社会経済的地位をみるうえでは妥当だろう。
　それに対して東アジア籍、特に中国籍の専門職従事比率は相対的に高い。2000年データと比較する
と（大曲ほか 2011a）、自然科学研究者（1890→1590人）とSE（5340→6210人）、大学教員（1680→2010
人）と変化しているが、自然科学研究者の減少はカテゴリーの移動によると思われる。いずれにせよ、
留学生人口の多さを反映した結果であり、専門職への進出という点でもっとも成功した集団といって
よい。それに対して韓国・朝鮮籍の場合、大学教員と医師・歯科医師、マッサージ師などを除く専門
職従事比率は日本国籍と同程度かそれ以下であった。特に、専門職のなかでもっとも人数の多い小中
高の教員と看護師の比率が低いことが、比率を下げる結果をもたらしている。
　第２に販売職をみても、ブラジル・ペルー国籍の従事比率は低い。フィリピン・タイ国籍は飲食店
主の比率だけが高いが、タイ国籍の場合はほとんどがタイ料理店の経営者とみなしうるだろう。フィ
リピンの場合、フィリピン料理店の数が表１にある720店もあるとは考えにくいため、フィリピン・
パブやフィリピン料理以外の飲食店の経営者も含まれると思われる。中国籍も、飲食店主の比率は比
較的高いものの、それ以外の比率は低い。
 
2　なお、２節以下で用いるカテゴリーは国勢調査で公式に用いられるものをそのまま採用している。これについ
て詳しくは、以下のURLを参照のこと（http://www.stat.go.jp/data/ssds/pdf/13f.pdf）。
3　ブラジル国籍のマッサージ師と個人教師が、それぞれ270名、180名いる程度である。前者は、ブラジル人の間
でマッサージの講習を受けることがブームとなっており、それを仕事にした例が一定程度存在することを示す。後
者は、語学やサッカーコーチなどが該当すると思われる。
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　それに対して韓国・朝鮮の販売従事比率は高いが、2000年データと比べると以下のような変動があ
る。まず、絶対数をみると卸売店主（1160→700人）、飲食店主（7190→5910人）、不動産（4230→3290
人）、再生資源卸売（2250→1750人）といずれも減少している。このうち不動産と再生資源卸売は、ニュー
カマーではなく在日コリアンのニッチとされてきた4。それが５年間でかなり減少しているのは、日本
国籍を取得した者の増加というよりはニッチ自体が縮小した結果と考えたほうが妥当だと思われる。
卸売店主や飲食店主にはニューカマー韓国人も進出しているが、人数減は在日コリアンの従事者の減
少を示すものだろう。在日コリアン（韓国・朝鮮籍の特別永住者）人口自体は507429→447805人へと
4　ニューカマー韓国人のビジネスは、韓国人を顧客とするエスニック市場向けのものにほぼ限定されている（林 
2004）。在日コリアンのビジネスは、ほとんどが日本の一般市場向けに展開されており、両者の市場は大きく異なる。
N 万分率 N 万分率 N 万分率 N 万分率 N 万分率 N 万分率 N 万分率
自然科学系研究者 138,960 23 540 24 1,590 87 10 2 50 46 20 1 0 0
システムエンジニア 732,690 121 2,580 115 6,210 339 150 24 60 55 30 2 10 4
医師 249,070 41 1,360 60 410 22 0 0 10 9 10 1 0 0
歯科医師 90,130 15 630 28 110 6 0 0 0 0 0 0 0 0
薬剤師 179,850 30 610 27 150 8 0 0 0 0 0 0 0 0
看護師 1,104,920 182 1,590 71 120 7 10 2 0 0 0 0 0 0
マッサージ・鍼灸 106,420 18 830 37 430 23 20 3 70 64 270 19 10 4
大学教員 163,140 27 1,310 58 2,010 110 10 2 20 18 10 1 10 4
音楽家（個人教授除） 22,450 4 160 7 230 13 2,220 350 0 0 0 0 50 22
俳優，舞踊家，演芸家 53,500 9 350 16 460 25 2,560 403 20 18 30 2 0 0
個人教師（他に分類されないもの） 123,820 20 740 33 620 34 460 72 30 27 180 13 20 9
小売店主 648,880 107 2,340 104 380 21 90 14 20 18 140 10 30 13
卸売店主 99,590 16 700 31 210 11 10 2 10 9 10 1 10 4
飲食店主 245,210 40 5,910 262 1,280 70 720 113 240 220 50 4 30 13
販売店員 3,437,920 566 10,690 475 4,910 268 1,120 176 270 247 1,090 77 160 71
再生資源卸売・回収 31,510 5 1,750 78 70 4 40 6 10 9 50 4 40 18
不動産仲介・売買 333,760 55 3,290 146 360 20 10 2 0 0 10 1 0 0
クリーニング、洗張 147,410 24 310 14 550 30 960 151 100 92 310 22 100 44
調理 1,855,770 305 15,490 688 11,920 651 1,430 225 730 668 910 64 190 84
飲食物給仕・身の回り世話 1,105,740 182 9,660 429 8,970 490 3,330 524 580 531 420 30 140 62
接客社交 32,180 5 690 31 550 30 3,260 513 170 156 30 2 20 9
芸者、ダンサー 1,580 0 30 1 310 17 2,460 387 10 9 10 1 0 0
娯楽場等接客 401,760 66 4,070 181 520 28 170 27 20 18 410 29 100 44
介護職員（治療・福祉施設） 739,700 122 1,340 60 340 19 170 27 30 27 420 30 20 9
セメント製品製造 40,160 7 110 5 210 11 140 22 30 27 490 35 280 124
金属工作機械 227,840 38 790 35 1,310 72 460 72 120 110 3,390 240 520 231
金属プレス 98,070 16 320 14 1,100 60 540 85 50 46 3,140 222 740 329
金属溶接・溶断 206,880 34 1,180 52 3,400 186 1,110 175 320 293 3,790 268 1,130 502
めっき 33,880 6 120 5 400 22 150 24 10 9 760 54 180 80
その他の金属加工 642,240 106 2,880 128 3,400 186 2,330 367 380 348 10,520 744 1,450 645
一般機械器具組立 622,310 102 1,070 48 3,120 170 2,870 452 410 375 21,220 1501 3,250 1445
電気機械器具組立 564,410 93 990 44 5,110 279 3,020 476 420 385 14,830 1049 1,290 574
その他の電気機械器具組立・修理 234,010 39 310 14 1,690 92 1,260 198 110 101 4,560 322 670 298
自動車組立 109,100 18 110 5 310 17 110 17 70 64 1,550 110 320 142
光学機械器具組立・修理 30,280 5 30 1 210 11 320 50 10 9 1,920 136 80 36
パン・菓子製造 325,210 54 780 35 900 49 550 87 120 110 2,270 161 340 151
水産物加工 169,420 28 400 18 6,670 364 740 117 250 229 960 68 220 98
その他の食料品製造 687,340 113 3,140 139 7,100 388 4,060 639 620 568 7,780 550 1,110 494
ミシン縫製 200,670 33 810 36 23,440 1280 420 66 130 119 360 25 70 31
ゴム製品成形 69,960 12 690 31 570 31 300 47 120 110 1,810 128 270 120
プラスチック製品成形・加工・仕上 234,460 39 1,400 62 3,340 182 1,070 169 320 293 4,230 299 760 338
塗装作業者，画工，看板制作 304,680 50 1,610 71 1,160 63 640 101 60 55 2,140 151 350 156
包装 315,430 52 1,030 46 2,210 121 1,630 257 280 256 1,320 93 370 165
他に分類されない製造・制作 361,730 60 1,010 45 1,460 80 1,580 249 190 174 7,750 548 810 360
自動車運転 1,721,360 283 9,140 406 670 37 240 38 20 18 1,080 76 110 49
フォークリフト運転 95,510 16 320 14 50 3 40 6 30 27 680 48 90 40
建設 2,565,010 422 12,630 561 4,280 234 2,200 347 430 394 1,720 122 380 169
荷造 251,230 41 630 28 1,190 65 690 109 140 128 2,540 180 400 178
清掃 987,540 163 4,490 199 2,280 125 1,540 243 210 192 1,000 71 220 98
60,753,330 225,200 183,100 63,490 10,920 141,410 22,490
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減少しているが5、いずれもそれを上回るペースでの減少であるため、エスニック・ニッチ以外の仕事
に進出する傾向が５年間という短い期間でも看取できる。
　第３に、サービス業についてみてもフォークリフト運転以外のブラジル・ペルー国籍従事比率は著
しく低い。フォークリフト運転も、工場での人員配置の結果であるため、実質的には工場労働に組み
込まれている。それ以外では、クリーニング工場での勤務が一定数存在する程度である。それに比べ
ると、東南アジア国籍の飲食業を中心とするサービス業への進出の度合いは高い。特にタイ国籍の場
合には７％弱が調理の仕事についており、タイ料理が韓国・朝鮮と中国籍と同程度の雇用機会になる
ことを示す。同時に、特にフィリピン籍については実質的なホステスたる接客社交、芸者・ダンサー
の比率が高く、専門職に区分されていた分と合わせれば15％程度にのぼる。さらに、フィリピン・タ
イ国籍とも飲食給仕が５％を占めており、日本国籍よりもサービス業への集中度は高い。ただし、
2000年と比較すればその比率が下がっている。
　東アジア籍も飲食業への従事比率が1割を超えている。ただし、調理人をみると韓国・朝鮮籍で
18880→15490人と比率・人数とも減少しているのに対し、中国籍は10850→11920人と比率は減少して
いるが人数は微増であった。多くがパチンコ店員を示すと思われる娯楽場等接客には、韓国・朝鮮籍
の２%弱が従事しているが、2000年との人数の変化をみると5740→4070人と、これもパチンコ業界離
れが進む結果となった。同様に在日コリアンが多く従事するといわれる自動車運転＝タクシー運転手
をみると、やはり比率は日本国籍よりかなり高い。人数をみると、10440→9140人と人口減と同程度
の減少幅であり、タクシー業界離れが進んだとはいえない。サービス業を全体としてみた場合には、
焼肉店やパチンコ店という韓国・朝鮮籍のニッチ離れが示すように、在日コリアンの職業的集中は薄
れつつあるようにみえる。
　第４に、製造業にはブラジル・ペルー国籍が集中している。「その他」に含まれる荷造作業も、実
質的には工場内での製品出荷作業であるから、工場労働への集中度は際立っている。結果的に、こう
した労働市場の同質性がリーマン・ショックに伴う南米人の大量解雇をもたらした遠因ともいえるだ
ろう6。東南アジア国籍は、サービス職への集中度が高い一方で、製造業での従事比率も高い。ただし、
南米国籍よりも食品や縫製、プラスチック、包装といった労働集約的な部門への集中が目立つ。縫製
は研修・技能実習生の影響だろうが、それ以外は生産性の低い部門に東南アジア国籍の居住者が組み
込まれていることを示す。
　中国籍も日本国籍より製造業に従事する比率は高いが、これは研修生・技能実習生の多さによると
ころが大きい。特にミシン縫製には全体の13%が集中しており、人数的にも2000年と比較して
11340→23440人へと倍増した。研修生・技能実習生を除いた場合、製造現場での労働者の比率ははる
5　入管協会『在留外国人統計』各年次版．
6　ただし、輸出産業に集中していることも大量解雇をもたらした大きな要素であり、南米国籍のニッチのうち国
内市場向け製品に特化しているのは、弁当工場を中心とする食品製造のみであるがゆえ、輸出減の影響が直撃した
のである。
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かに下がるものと思われる。それに対して、韓国・朝鮮籍の製造業従事比率は著しく低い。大阪市生
野区や神戸市長田区のような、靴やサンダル製造が集積する在日コリアンの集住地というイメージは、
一部の地域のものでしかないようである。サービス業を基盤にしたエスニック経済が広がっていると
したほうが、妥当な見方だろう。
（2）ジェンダーによる包摂の相違
　比較可能な人数を確保するため、職業大分類と中分類に限定したうえで、ジェンダーによる職業の
相違をみていこう（表２参照）。専門・技術職でいうと従事比率がもっとも高いのは男性が中国、女
性が日本となる。日本国籍で女性のほうが専門・技術の比率が高いのは、保健医療系の専門職で女性
比率が高いことによるが、この領域には前項でみたものを除いて韓国・朝鮮籍の従事比率も高いとは
いえない。中国籍の場合、留学生出身の理系専門技術職で男性が多いことが比率を高めており、中分
類でいうとSEを中心とする「技術」で大きな差がついている。管理職については男女とも韓国・朝
鮮籍の比率が高く、エスニック経済に進出すれば女性であっても管理職につく道は他の集団より開か
れているといってもよい。職業威信の高い専門・管理職を一括した場合、韓国・朝鮮籍の男性は日本
国籍より比率が高く中国籍をも凌いでいる反面、女性は専門・技術職比率の低さを補うまでは至って
いない。つまり、韓国・朝鮮籍では男女ともエスニック経済内部での上昇により地位を回復するもの
の、それは男性により有利であるというジェンダーバイアスが存在する。
　販売職は韓国・朝鮮籍が、事務職は日本国籍が多いという点で国籍別比率に差はあるものの、ジェ
ンダー的な構成は日本と韓国・朝鮮籍でかなり類似している。それ以外の集団は、これらの仕事から
実質的に排除された格好となっている。サービスは、ほとんどの集団で男性より女性が多いが、中国
籍だけが例外的に男性のほうが多かった。これは、飲食物調理で男性のほうが多いからであり、こう
した傾向は弱いながらもタイ国籍についても見られる。中国籍とタイ国籍の場合、「技能」という在
留資格を持った男性が多い「プロのコック」が本国から招聘されるわけである。その意味で、職業構
成上でフィリピン国籍との類似点が多かったタイ国籍も、食に関わる仕事についてはフィリピン国籍
より中国籍のほうが近い。女性が中心の接客に関わる仕事の従事比率に大きな差は存在しないから、
国籍よりもジェンダー――調理という「男性の仕事」の有無――によって分岐が生じることになる。
　生産工程・労務職は、日本と韓国・朝鮮籍についてみれば男性が多いが、それ以外の国籍について
はジェンダー的にみて異なる特徴がある。まず、中国籍では女性のほうが多く、しかもこれは全体の
約４分の１を占める衣服・繊維製品製造で圧倒的に女性が多いことによっている。すなわち、すべて
の製造業を一括して論じることはできず、中国籍女性が集中的に包摂されていくのは、労働生産性が
低く女性が多く従事する縫製産業である。
　こうした傾向は、生産工程・労務職への集中度が男女とも高いブラジル・ペルー国籍についても看
取できる。自動車部品のプレスが多い金属加工に男性が従事する比率は女性の2倍である一方、電気
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機械組立になるとそれがほぼ逆転する。食品についても女性のほうが多いものの、電気のほうが女性
の集中度は高い。
（3）社会経済分類の国籍別比率
　これまでの議論を確認する意味も込めて、少し異なる基準による類型たる社会経済分類と国籍の関
係をみることで、外国人の日本社会への包摂のあり方を確認していこう。社会経済分類は、15歳以上
のすべての人口を母集団としており、労働人口以外の状況も含めて実態をみられる利点がある。国際
結婚により日本での在留資格を得る者が多い現状に鑑みて、そして高齢者が増加して労働人口以外の
比率が高まる将来に向けて、非就労者の分析が必要になるからである。
男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女
4,452,660 3,989,780 13,900 9,370 13,100 7,410 700 5,730 310 300 1,370 1,470 140 180
12.6 15.7 11.0 9.5 16.6 7.1 4.7 11.8 8.3 4.2 1.6 2.7 1.0 2.0
1,307,970 172,340 9,710 2,270 1,290 610 50 150 0 20 170 120 10 10
3.7 0.7 7.7 2.3 1.6 0.6 0.3 0.3 0.0 0.3 0.2 0.2 0.1 0.1
5,500,500 3,301,650 22,380 16,320 5,780 5,940 300 2,130 110 570 1,050 730 150 150
15.6 13.0 17.7 16.5 7.3 5.7 2.0 4.4 2.9 7.9 1.2 1.3 1.1 1.7
4,673,760 7,457,810 8,920 24,370 4,590 8,740 300 2,000 120 340 1,300 1,380 100 190
13.2 29.3 7.1 24.6 5.8 8.4 2.0 4.1 3.2 4.7 1.5 2.5 0.7 2.2
2,055,280 4,035,240 14,110 23,880 11,240 13,220 670 11,840 420 1,350 840 2,430 180 450
5.8 15.9 11.2 24.1 14.3 12.7 4.5 24.4 11.2 18.8 1.0 4.4 1.3 5.1
1,734,820 1,192,550 560 450 2,550 2,980 320 770 100 280 270 180 10 20
4.9 4.7 0.4 0.5 3.2 2.9 2.1 1.6 2.7 3.9 0.3 0.3 0.1 0.2
2,020,350 93,780 9,470 330 740 50 280 30 40 10 1,630 180 170 30
5.7 0.4 7.5 0.3 0.9 0.0 1.9 0.1 1.1 0.1 1.9 0.3 1.2 0.3
11,918,670 4,686,520 40,680 17,800 35,490 60,590 11,430 23,600 2,380 4,040 75,950 46,390 12,050 7,250
33.7 18.4 32.3 18.0 45.0 58.1 76.1 48.7 63.5 56.3 88.0 84.2 88.0 82.5
6,593,900 3,062,390 18,860 11,330 26,730 56,580 8,660 19,820 1,780 3,340 69,340 43,700 10,810 6,770
18.7 12.0 15.0 11.4 33.9 54.3 57.7 40.9 47.5 46.6 80.3 79.3 78.9 77.0
4,409,310 1,612,010 18,650 6,400 8,210 4,000 2,610 3,750 550 690 5,770 2,670 1,050 490
12.5 6.3 14.8 6.5 10.4 3.8 17.4 7.7 14.7 9.6 6.7 4.8 7.7 5.6
121,940 22,720 490 120 1,210 450 0 10 30 30 20 0 0 0
0.3 0.1 0.4 0.1 1.5 0.4 0.0 0.0 0.8 0.4 0.0 0.0 0.0 0.0
1,956,390 162,250 5,150 680 7,720 1,860 380 30 130 30 100 30 40 10
5.5 0.6 4.1 0.7 9.8 1.8 2.5 0.1 3.5 0.4 0.1 0.1 0.3 0.1
690,700 1,944,790 3,170 3,760 1,180 920 10 60 30 100 220 210 10 20
2.0 7.7 2.5 3.8 1.5 0.9 0.1 0.1 0.8 1.4 0.3 0.4 0.1 0.2
64,770 120,380 240 500 140 590 180 4,620 0 20 10 30 40 10
0.2 0.5 0.2 0.5 0.2 0.6 1.2 9.5 0.0 0.3 0.0 0.1 0.3 0.1
934,630 148,930 8,380 2,100 1,150 580 50 150 0 10 140 100 10 10
2.6 0.6 6.6 2.1 1.5 0.6 0.3 0.3 0.0 0.1 0.2 0.2 0.1 0.1
3,893,100 2,704,950 14,290 13,120 4,680 4,970 280 1,960 60 550 900 670 150 140
11.0 10.6 11.3 13.2 5.9 4.8 1.9 4.0 1.6 7.7 1.0 1.2 1.1 1.6
821,670 1,043,680 7,080 8,540 8,620 3,310 130 1,340 290 460 360 550 90 100
2.3 4.1 5.6 8.6 10.9 3.2 0.9 2.8 7.7 6.4 0.4 1.0 0.7 1.1
458,490 1,121,420 5,130 9,450 2,090 8,280 440 8,790 120 670 260 610 40 220
1.3 4.4 4.1 9.5 2.7 7.9 2.9 18.1 3.2 9.3 0.3 1.1 0.3 2.5
1,674,570 46,790 8,900 240 640 40 220 20 10 10 910 170 80 30
4.7 0.2 7.1 0.2 0.8 0.0 1.5 0.0 0.3 0.1 1.1 0.3 0.6 0.3
1,219,720 190,600 5,320 870 8,380 1,950 2,740 1,970 660 290 16,440 5,540 3,140 950
3.5 0.7 4.2 0.9 10.6 1.9 18.3 4.1 17.6 4.0 19.0 10.1 22.9 10.8
894,730 122,790 1,400 280 2,020 1,410 1,240 1,700 290 170 14,260 7,240 2,270 1,040
2.5 0.5 1.1 0.3 2.6 1.4 8.3 3.5 7.7 2.4 16.5 13.1 16.6 11.8
681,310 386,580 980 710 1,960 5,330 780 3,760 130 420 10,070 10,430 710 1,350
1.9 1.5 0.8 0.7 2.5 5.1 5.2 7.8 3.5 5.9 11.7 18.9 5.2 15.4
508,190 815,560 1,180 3,300 3,610 12,030 750 4,910 140 950 6,090 5,770 780 1,010
1.4 3.2 0.9 3.3 4.6 11.5 5.0 10.1 3.7 13.2 7.1 10.5 5.7 11.5
80,300 74,140 380 240 530 1,770 50 70 30 110 360 170 110 50
0.2 0.3 0.3 0.2 0.7 1.7 0.3 0.1 0.8 1.5 0.4 0.3 0.8 0.6
87,930 302,240 650 930 590 25,430 60 620 10 190 320 800 30 150
0.2 1.2 0.5 0.9 0.7 24.4 0.4 1.3 0.3 2.6 0.4 1.5 0.2 1.7
266,800 157,160 1,530 1,030 2,230 2,770 530 1,790 160 430 5,250 3,800 940 710
0.8 0.6 1.2 1.0 2.8 2.7 3.5 3.7 4.3 6.0 6.1 6.9 6.9 8.1
2,499,920 65,090 12,280 350 4,100 180 1,930 260 360 70 1,590 130 360 20
7.1 0.3 9.7 0.4 5.2 0.2 12.9 0.5 9.6 1.0 1.8 0.2 2.6 0.2
35,331,950 25,421,380 126,100 99,110 78,830 104,260 15,010 48,480 3,750 7,170 86,330 55,080 13,700 8,790
表2 職業大・中分類、男女別
全体
農林漁業
運輸・通信
総数
大
分
類
生産工
程・労務
製造・制作
 採掘・建
設・労務
専門・技術
 管理
 販売
 事務
 サービス
接客・給仕職業
飲食物調理
音楽家、舞台芸術家
会社・団体等役員
商品販売
一般機械器具組立・修
理
電気機械器具組立・修
理
金属加工
自動車運転
保健医療
技術
科学研究
中
分
類
建設
紡織
食料品製造
衣服・繊維製品製造
ゴム・プラスチック製
品製造
ブラジル ペルー日本 韓国，朝鮮 中国 フィリピン タイ
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総
数
男
女
総
数
男
女
総
数
男
女
総
数
男
女
総
数
男
女
総
数
男
女
総
数
男
女
N
2,
51
5,
47
0
1,
44
3,
71
0
1,
07
1,
77
0
49
0
19
0
30
0
68
0
40
64
0
41
0
0
41
0
13
0
0
13
0
50
30
20
0
0
0
%
2.
3
2.
8
1.
9
0.
1
0.
1
0.
1
0.
2
0.
0
0.
3
0.
4
0.
0
0.
4
0.
5
0.
0
0.
7
0.
0
0.
0
0.
0
0.
0
0.
0
0.
0
N
28
6,
33
0
17
7,
20
0
10
9,
13
0
26
0
14
0
12
0
4,
77
0
2,
43
0
2,
34
0
65
0
29
0
36
0
21
0
80
13
0
37
0
23
0
14
0
20
10
20
%
0.
3
0.
3
0.
2
0.
1
0.
1
0.
1
1.
5
1.
9
1.
2
0.
6
1.
5
0.
4
0.
9
1.
5
0.
7
0.
2
0.
2
0.
2
0.
1
0.
1
0.
1
N
1,
08
3,
55
0
93
4,
63
0
14
8,
93
0
10
,4
80
8,
38
0
2,
10
0
1,
73
0
1,
15
0
58
0
19
0
50
15
0
10
0
10
23
0
14
0
10
0
20
10
10
%
1.
0
1.
8
0.
3
2.
5
4.
4
0.
9
0.
5
0.
9
0.
3
0.
2
0.
3
0.
2
0.
0
0.
0
0.
1
0.
1
0.
1
0.
1
0.
1
0.
1
0.
1
N
87
3,
70
0
58
0,
11
0
29
3,
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0
8,
38
0
4,
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0
4,
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0
1,
61
0
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0
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0
76
0
60
70
0
24
0
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0
17
0
15
0
20
60
40
20
%
0.
8
1.
1
0.
5
2.
0
2.
1
1.
8
0.
5
0.
5
0.
5
0.
7
0.
3
0.
7
1.
0
0.
2
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2
0.
1
0.
2
0.
0
0.
2
0.
2
0.
1
N
78
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41
0
72
4,
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0
55
,7
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0
5,
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0
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0
90
0
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0
16
0
12
0
60
60
60
40
20
71
0
45
0
26
0
16
0
14
0
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%
0.
7
1.
4
0.
1
1.
4
2.
9
0.
2
0.
3
0.
6
0.
1
0.
1
0.
3
0.
1
0.
2
0.
7
0.
1
0.
4
0.
5
0.
3
0.
5
0.
8
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1
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0,
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0
65
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0
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0
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0
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0
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0
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0
70
80
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40
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0
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0
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%
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7
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2
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3
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1
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5
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9
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4
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9
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1
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1
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4
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1
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3
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7
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2
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2
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3
0.
1
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2
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3
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1
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0
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0
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0
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1
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2
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0
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0
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0
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1
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0
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0
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0
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0
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0
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43
0
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0
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0
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9
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　表３に示された国籍に関しては、農林漁業者、会社団体役員、商店主、工場主、サービス・その他
の事業主が旧中間層に、専門職業者、技術者、教員・宗教家、文筆家等・管理職・事務職が新中間層
に、農林漁業雇用者・販売人・技能者・労務作業者・個人サービス人・保安職が労働者層になる7。そ
して学生生徒の比率が高いほど新中間層予備軍が多い。さらに、家事従事者の比率の高さは「再生産
労働者」としての包摂を示す。最後に、「その他」が少ないほど上記の様式に特化した包摂がなされ
ていると考えられる。
　まず、旧中間層については農林漁業者以外で韓国・朝鮮籍の従事比率が最高で、合計でも韓国・朝
鮮籍が日本国籍より高い。新中間層は、専門職比率が高かった中国籍でも事務職比率の低さゆえ、日
本国籍の比率が他よりかなり高くなっている。ただし、部分的には新中間層予備軍ともいえる学生生
徒の比率は、中国籍が圧倒的に高い。韓国・朝鮮籍も日本国籍より高くなっているが、両方とも留学
生が他の国籍より多いことの影響だろう。
　新中間層比率で中国に次ぐのが韓国・朝鮮籍であるが、男性の新中間層比率が高い中国籍と異なり、
（大きな差ではないが）女性の比率のほうが高い。これは、韓国・朝鮮籍の多くが日本で教育を受け
た結果、日本国籍と類似した職業を得ているともいえる。さらに、女性のほうが（エスニック・ビジ
ネスからなる）旧中間層比率が低いことに鑑みれば、エスニック経済の外部で女性は仕事を得る傾向
が強いという見方も可能だろう8。就職差別の程度が男女とも変わらないとすれば、この差は男性のほ
うがエスニック・ビジネスの担い手として期待され旧中間層としての地位を選び取る側面を示すとも
いえる。
　労働者層をみると、販売人は日本と韓国・朝鮮籍がおおむね同じ比率で並ぶ他は、外国籍の比率が
圧倒的に高いことが多い。なかでも、ブラジル・ペルーは労働者層が４分の３から３分の２に達して
いる。これは家事従事者や学生、無職者を含めての数字であり、ある集団において15歳以上人口がこ
こまで労働者層に特化してしまうと、再生産労働や世代再生産に関して大きな影響が生じると思われ
る。そうした集団が、再生産労働に十分時間をかけることは困難になるし、子どもにとっては身近な
年長者が労働者層にほぼ限定されることで将来展望を持ちにくくなるだろう9。
　再生産労働に特化した家事従事者をみると、日本と韓国・朝鮮籍がほぼ同じ比率であり、中国はそ
れより比率がやや下がるが類似したパターンを示す。それに対してフィリピン・タイ国籍は、家事従
事者以外にエンターテイナーか飲食業関連に仕事が集中しており、生産労働にあっても再生産に近い
領域に包摂されていた。さらに、①女性が多く、②女性の家事従事者比率が高いことから、集団全体
7　会社団体役員は、階級的には旧中間層というよりは資本家層となるだろうが、中小零細企業が多い外国人の状
況に鑑みて旧中間層に含めてある。
8　ただし、事務職といってもエスニック・ビジネスで雇用されている可能性もあるから、エスニック経済外部に
どの程度進出しているか、確定的なことはいえない。
9　しかも南米国籍の場合、単に労働者層というだけでなくほとんどが派遣社員で正社員から排除されているため、
日本では将来展望を持てなくなっている。
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が「再生産労働者」として組み込まれる性格が強いといえる10。
　それに対して、ブラジル・ペルー国籍の家事従事者比率は低く、女性であってもそれぞれ21%と
26%にとどまる。その点ではフィリピン・タイ国籍と対照的な関係にあり、国籍集団ごとに生産労働
に特化した包摂、再生産労働に特化した包摂が極端な形でなされている。これは、在留活動に制限の
ない在留資格が、特別永住者以外の多くに対して日本国籍との血縁か婚姻によって規定される日本の
入管体制の反映ともいえよう。
３．雇用者セクターの外部にいる／出る条件
（1）産業ごとの相違
　表４では、産業ごとに雇用者の比率を示すことで、どの産業が雇用者以外＝独立自営の道に結びつ
きやすいかをみていきたい。元のデータでは、雇用者の他に役員、自営（雇人のある業主、家族従業
員、家庭内職者）というカテゴリーが設けられているが、紙幅の都合で雇用者比率だけ提示して「雇
用者以外」で仕事を得る可能性を検討する。全体的に、建設、不動産、飲食店・宿泊で雇用者比率が
低いことから独立する傾向が高い。実際、建設と飲食・宿泊はエスニック・ビジネスが世界的に進出
しやすい領域でもある。
　しかし、それ以外にもエスニック・ビジネスが進出するニッチは存在しており、国籍ごとの特質を
検討していく。第１に、韓国・朝鮮籍は「情報通信の女性」以外のすべての産業において、日本国籍
より雇用者比率が低い。全体でも、日本国籍の雇用者比率が78.5%であるのに対して、韓国・朝鮮籍
では64.2%だった。情報通信において男性ではなく女性の雇用者比率が高いのは、女性に多い家族従
業員が他の産業より少ない（0.5%）ことによる。新たな産業たる情報通信の場合、在日コリアンもニュー
カマーも参入する可能性があり、ほとんどが技術者による参入であるため、家族単位でのビジネスを
営まないということによるだろう。その意味で、韓国・朝鮮籍が進出してきた従来型のエスニック・
ビジネスとは質的に異なる特質を持つ。
　表１、２が示すように、建設業に従事する韓国・朝鮮籍の割合は日本国籍より高く、表３が示すよ
うに雇用者以外の比率も高い。その意味で、建設業は在日コリアンのニッチの１つであるばかりでな
く、独立自営につながりやすい産業ともなっている。ただし、これは建設業に限ったことではない。
卸売・小売、不動産、飲食店・宿泊も在日コリアンの従事比率が高く、なおかつ雇用者比率が低いこ
とから、独立自営に結びつきやすい。飲食店・宿泊に至っては、半数以上が独立自営の仕事をしてい
ることを表３は示している。それだけでなく、従事比率が高いとはいえない他の産業においても、雇
用者以外の比率は高い。
10　これは、離婚が生活にもたらすリスクを日本人以上に高いものとする。この点については、移住連貧困プロジェ
クト（2011）を参照。
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　これを就職差別の結果とみるのか、独立自営志向の強さの表れとみるかは、この表からだけではわ
からない。ただし、専門職が多い医療・福祉と教育・学習支援でも自営の比率は高く、この領域では
相対的に就職差別が強くないと思われることから、自営志向がもともとあった結果とみなせる部分も
ある11。医療・福祉についていえば、在日コリアンが福祉施設を多く経営しているとは思えないから、
医師、歯科医師、あん摩・鍼灸・マッサージ師、柔道整復師といった国家資格を持った者が、日本国
籍よりも開業を志向するといえるだろう。
　第２に中国籍に関して順にみていくと、情報通信の雇用者比率が男女とも低い。女性の場合、韓国・
朝鮮籍と同様に家族従業員の比率が低いことから、自ら起業したケースが多いものと考えられる。比
率の男女差も大きくないことから、特に女性にとって有望な起業の道だとはいいうる。もっとも、情
報通信業に従事する女性自体の比率は男性の3分の1程度であり、産業全体としては男性優位という留
保をつけねばならないが12。それ以外には、従事者数自体は1000人前後と少ないものの、金融・保険
と不動産でも雇用者比率は低い。さらに、医療・福祉産業では男性の半数近くが独立自営の仕事につ
いていた。ただし、韓国・朝鮮籍とは異なり中国籍で国家資格を持った医療系の職業従事者はそれほ
ど多くないため、資格所持者のほとんどが開業しているとしか考えられない。最後に、教育・学習支
援での男性の雇用者比率も日本国籍よりは低いが、これは恐らく語学学校・語学教室・個人教師とし
て進出しているのであろう。
　第３に、フィリピン、ブラジル、ペルー国籍とも人数は少ないものの、情報産業での自営業従事比
率は高い。韓国・朝鮮と中国籍の結果と合わせて考えれば、外国人にとって情報産業は起業に結びつ
く領域だといえる。同胞相手の商売であれば言語は問題にならないし、エンジニアであれば言語的障
壁もそれほど高くはない。フィリピン国籍でそれ以外に特筆すべきは教育・学習支援であり、これに
従事する女性830人中260人（31.3%）は自営業である。このほとんどは英語教育に関連していると考
えられ、フィリピン国籍の女性にとって数こそ少ないものの新中間層に至る有力な道である13。
　それと比較すると、ブラジル・ペルー国籍は製造業に集中する度合いがきわめて高く、他の産業に
従事する者の数が少なすぎて、１桁目を四捨五入するデータの制約もあって参考程度にしかならない。
製造業で役員や自営業になる者が合計1000名程度存在するが、このほとんどは派遣会社の関係者と思
われる。外国人が参入しやすい飲食店についても、人口規模がはるかに小さいタイ国籍より絶対数が
少ない。ブラジル・ペルー国籍にとって有力な起業とは、機会をとらえて派遣会社を始めることに集
約される（派遣会社は、成功すれば他の企業家よりはるかに多くの収入を得られるため、是非はとも
かく最大の上昇移動の経路ではある）。その意味で、ブラジル・ペルーは特異な集団となっているが、
11　もっとも、公立学校の教諭ポストへの道は閉ざされてきたし、現在でも常勤講師としてしか外国籍者は教員に
なれない。教育関連でもっとも大きな就職口たる教員になれないことが、塾の開業といった別の形での教育関連産
業に向かわせている可能性もある。
12　これは中国籍に限らず、情報通信産業の全体的な傾向である。
13　こうした地位上昇を目的として英語講師養成講座を開催するフィリピン人組織も存在する（高畑・原 2012）。
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全体として新たな産業にはニューカマー外国人も参入しやすい、あるいは少なくとも一定の人的資本
を生かした起業の可能性が高いとはいいうる14。
（2）年齢ごとの相違
　雇用者以外の仕事につくには、家族・親族から事業を引き継ぐ、自ら起業する、結婚を契機に配偶
者の事業を手伝うといった契機がある。こうした相違を間接的にみるため、表５では年齢別の雇用者
比率を示した。人数が少ないため信頼性に問題のあるタイ、ペルー国籍と10代、70代以上を除外し、
10歳刻みのデータを視覚的に示したのが図１である。
　これをみると、一般には加齢に伴い雇用者比率は減少する傾向にあり、特に定年により労働人口が
減少する60代において特に比率は高まる。だが、フィリピン・ブラジル国籍については、特に年齢と
雇用者比率に相関があるわけではなく、表５と図１から得られる知見はほとんどない。フィールド調
査の結果などをみる限りでは、日本での居住期間が長くなれば雇用者比率も減少するという傾向がみ
られる（e.g. 稲葉・樋口 2010）。だが、ニューカマーの場合には来日年齢がまちまちであるため、年
14　エスニック・ビジネスが進出しうるニッチとして、労働集約的で利益率が低い一方で初期資本も少なく人的資
本もそれほど必要としない産業が、これまで主に指摘されてきた（樋口 2010）。しかし、情報通信産業の事例は市
場が飽和していない新産業に移民が進出しうることを示しており、人的資本を生かした上昇移動の経路となりうる。
これはアメリカのシリコンバレーの経験でも議論されており（Saxenian 1999）、日本でも目立たないが類似した状
況が存在するということでもある。
N % N % N % N % N % N % N %
雇用者 47,705,960 144,680 164,990 59,000 9,620 138,460 21,850
労働力人口 60,753,330 225,200 183,100 63,490 10,920 141,410 22,490
雇用者 917,590 2,240 4,850 1,210 180 7,420 690
労働力人口 942,100 2,520 4,930 1,220 190 7,460 690
雇用者 4,197,070 14,190 38,570 7,960 860 19,190 2,090
労働力人口 4,328,020 15,380 39,370 8,200 900 19,430 2,120
雇用者 5,648,440 19,780 40,610 9,980 1,450 22,510 2,830
労働力人口 5,965,320 22,680 42,330 10,420 1,480 22,780 2,880
雇用者 6,253,780 20,080 29,890 10,970 1,550 21,330 3,350
労働力人口 6,892,840 25,570 32,110 11,790 1,730 21,770 3,490
雇用者 5,493,700 17,490 19,200 13,260 2,140 18,510 4,020
労働力人口 6,309,280 24,700 21,990 14,550 2,580 19,160 4,180
雇用者 5,266,460 15,840 14,300 8,550 1,840 16,940 3,530
労働力人口 6,216,140 25,780 17,210 9,450 2,100 17,350 3,630
雇用者 5,021,470 14,750 8,630 4,190 940 12,350 2,620
労働力人口 6,138,500 25,120 11,150 4,650 1,130 12,660 2,640
雇用者 5,240,330 14,780 5,030 1,700 360 9,880 1,670
労働力人口 6,766,380 26,060 6,990 1,860 430 10,150 1,720
雇用者 5,274,210 12,320 2,500 730 250 6,560 710
労働力人口 7,349,570 23,970 3,670 850 310 6,740 770
雇用者 2,656,200 7,400 710 310 10 2,840 240
労働力人口 4,441,120 16,220 1,460 330 30 2,880 260
雇用者 1,147,200 3,890 380 100 30 770 70
労働力人口 2,624,030 9,970 780 130 30 830 70
雇用者 589,530 1,930 330 50 0 190 30
労働力人口 2,780,030 7,230 1,100 50 0 210 30
100.0 90.5 100.0 70歳以上 21.2 26.7 30.0
76.9 100.0 92.8 100.0  65歳～69歳 43.7 39.0 48.7
93.9 33.3 98.6 92.3  60歳～64歳 59.8 45.6 48.6
85.9 80.6 97.3 92.2  55歳～59歳 71.8 51.4 68.1
91.4 83.7 97.3 97.1  50歳～54歳 77.4 56.7 72.0
90.1 83.2 97.6 99.2  45歳～49歳 81.8 58.7 77.4
90.5 87.6 97.6 97.2  40歳～44歳 84.7 61.4 83.1
91.1 82.9 96.6 96.2  35歳～39歳 87.1 70.8 87.3
93.0 89.6 98.0 96.0  30歳～34歳 90.7 78.5 93.1
95.8 98.0 98.8 98.3  25歳～29歳 94.7 87.2 95.9
97.1 95.6 98.8 98.6  20歳～24歳 97.0 92.3 98.0
99.2 94.7 99.5 100.0 15歳～19歳 97.4 88.9 98.4
92.9 88.1 97.9 97.2全体 78.5 64.2 90.1
表５　年齢別・雇用者比率
日本 韓国・朝鮮 中国 フィリピン タイ ブラジル ペルー
表５　年齢 雇用者比率
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齢と雇用者比率に関連がないのであろう。
　それ以外の国籍をみると、まず中国籍は図１において日本国籍ともっとも類似した分布を示す。た
だし、その内訳は異なっており、表６をみると中国籍では自営より役員の比率が日本国籍と比べて相
対的に高いことがわかる15。中国籍の人が大企業の役員に数多く進出するとは考えにくいものの、自
営よりは規模の大きい企業の経営者を多く輩出していることは間違いない。このうち中国籍を持つ老
華僑の一定割合は役員になっているだろうが、全体のなかでの比率はこの表からだけではわからない。
1990年からの国勢調査データを比較することで、こうした課題も明らかにされていくだろう。
　製造、運輸、卸売・小売、金融・保険では、日本国籍の場合自営のほうが多いのに対して中国籍で
は役員のほうが多い。双方とも役員のほうが多い情報通信でも、中国籍は自営の10倍近くが役員となっ
ている。情報通信は、卸売・小売に次いで役員数が多い産業でもあり、中国籍の役員比率の高さにも
15　役員とは、会社組織の取締役以上ないし団体の役員が該当するため、規模が小さくても法人組織としている場
合のみ含まれる。
図１　年齢別・雇用者比率
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フィリピン
ブラジル
総数 役員数 自営数 役員% 自営% 総数 役員数 自営数 役員% 自営%
建設業 5,395,090 702,800 1,066,600 13.0 19.8 7,060 220 390 3.1 5.5
製造業 10,210,830 657,370 757,750 6.4 7.4 82,240 1,030 560 1.3 0.7
情報通信業 1,615,110 108,760 65,800 6.7 4.1 7,800 1,370 150 17.6 1.9
運輸業 3,116,060 129,920 170,760 4.2 5.5 2,540 80 40 3.1 1.6
卸売・小売業 11,026,190 901,210 1,461,680 8.2 13.3 18,600 2,320 1,230 12.5 6.6
金融・保険業 1,505,440 54,120 66,270 3.6 4.4 990 160 20 16.2 2.0
不動産業 860,380 191,390 184,240 22.2 21.4 1,020 240 340 23.5 33.3
飲食店，宿泊業 3,221,970 126,270 784,440 3.9 24.3 24,880 1,240 3,890 5.0 15.6
医療，福祉 5,313,020 99,140 326,500 1.9 6.1 3,050 150 760 4.9 24.9
教育，学習支援業 2,667,530 38,010 258,570 1.4 9.7 4,920 130 270 2.6 5.5
サービス業（他に分類されないもの） 8,634,920 534,560 1,583,660 6.2 18.3 14,880 970 960 6.5 6.5
総数 60,753,330 3,621,690 9,421,920 6.0 15.5 183,100 8,340 8,759 4.6 5.3
日本 中国
表6　日本・中国籍の役員比率
表６　日本・中国籍の役員比率
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影響を及ぼしている。こうした情報通信業の多くは、中国から留学して日本の大学・大学院を卒業し
たエンジニアが起業したものであり（小林 2012）、日本での人的資本形成が起業に結びつく数少ない
例といえるだろう。その意味で、華僑・華人のニッチといわれてきた三把刀（飲食、理髪、縫製）の
ような伝統的労働集約型産業から知識集約型産業への移行は、部分的にではあるが進んでいるといえ
る。
　韓国・朝鮮籍は、すべての年齢層について日本国籍より雇用者比率が低い。そして図１が明確に示
すように、40代までは年齢が増すにつれてその差は広がっていく。これについては、以下のような２
つの論点を提示しうる。
　第１に、すべての年齢層について雇用者比率が低いということは、若年での初職からエスニック経
済に参入する層が今でも一定程度存在する状況を示唆する。これについては、排除の結果とみる立場
とエスニック経済の優位性を示すとみる立場がある16。すなわち、2005年現在でも就職差別が厳然と
して存在し、その結果として若年層がエスニック経済で職を得る状況があるのかもしれない。あるい
は、一般労働市場のみならずエスニック労働市場でも雇用を得るという選択肢が存在し、労働市場で
優位な立場にあるのかもしれない。現実には、表７が示すように韓国・朝鮮籍の失業率はすべての年
代において日本国籍のそれより高い17。特に30歳未満の失業率は、表中の全国籍中もっとも高い値を
示している。その意味で、一般労働市場からの排除が今も存在する可能性は高く、それゆえ家業を手
伝うという形でエスニック経済に参入するとみたほうが妥当だろう。
　第２に、雇用者比率における日本と韓国・朝鮮籍の差は、30歳未満では10ポイント以下なのが、30
代で10ポイント台へと拡大していく。40代が20ポイント強と最大で50代がそれに次いでいる。このよ
うに年代が上がるにつれて差が拡大していくのは、加齢効果なのかコーホート効果なのか。つまり、
若いうちは雇用者として働くことが多いのが、ある程度の年齢になると家業を継ぐ、自ら起業すると
いった形で独立自営の道を選ぶようになるのか。あるいは、韓国・朝鮮籍がエスニック経済に集中し
ていた状況から、徐々に一般労働市場に進出するようになり若年層は今後もエスニック経済内部で職
を得なくなっていくのか18。在日コリアンの経済活動に関する先行研究は、ほとんどがエスニック・
ビジネスの状況を分析したものであった（韓 2010 ; 朴 2005 ; 徐・在 1987）。それに対して、若年層
16　エスニック階層論からみれば、エスニック経済内部での就職はどのような階層的帰結をもたらすかという問い
となる（堤 1992）。すなわち、エスニック経済内部での就職が一般市場より人的資本に見合った利得（所得と地位）
をもたらすのであれば、優位性を示す（Portes and Zhou 1996 ; Zhou and Logan 1989）。そうでなければ、一般労
働市場からの排除の結果以上のものではないとみなしうる。
17　表７をみると、国籍による完全失業者の比率にはかなりの幅があり、年代ごとの特徴もあるが、紙幅の都合で
本稿ではデータを提示するにとどめる。1990年代以降の時系列的変化を踏まえて、国籍と失業の関連に関する動態
を別稿で分析したい。
18　ここでは雇用者＝一般労働市場、それ以外＝エスニック経済内部の労働市場という前提で議論しているが、会
社組織になっているエスニック・ビジネスで雇用されている雇用者も存在するだろう。だが、国勢調査データから
一般労働市場とエスニック経済内部の労働市場を区別することはできないため、近似的に上記の前提を採用してお
く。
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では学歴や求職行動のあり方に変化の兆しが見えるという知見も出されている（福岡・金 1997 ; 金・
稲月 2000）。この２つの見方は相互に対立するものではなく相補的ともいえるが、現実に変化がある
としたらそれはどの程度であり、エスニック経済にどのような影響が今後生じてくるのか。こうした
問いに答えるには、国勢調査データを時系列的に比較していく必要があるが、それにも関連して次項
で日本と韓国・朝鮮籍の比較をしておきたい。
（3）日本と韓国・朝鮮籍の社会経済分類
　表３で国籍別に示した社会経済分類を、日本と韓国・朝鮮籍に限定して主要なカテゴリーを年齢別
に掲示したのが表８である。これをみると、明確に韓国・朝鮮籍の比率が高いのは、会社団体役員、
商店主、工場主、サービス・その他事業主であった。前述のように、会社団体役員といっても中小零
細企業の経営者が日本国籍より多いと思われることから、これらはすべて旧中間層に属する。その意
味で、旧中間層が突出した集団だといってよいだろう。
　事務職と技術者では、ほぼすべての年代で日本国籍の従事比率の方が高い。ただし、30歳未満での
差は相対的に小さくなっており、前項で論じた一般労働市場への進出は主にこの部分で生じていると
考えられる。多くが工場労働者からなる技能者も、日本国籍の方が多く従事しており、その差は販売
人よりも大きい。また、60歳以上でその比率は逆転しているが、これはコーホート効果というより定
年退職が日本と韓国・朝鮮籍では異なる効果をもたらすがゆえのことだろう。すなわち、韓国・朝鮮
N % N % N % N % N % N % N %
完全失業者 160,180 840 620 290 40 1,060 200
労働人口 1,102,280 3,360 5,550 1,510 230 8,520 890
完全失業者 521,020 3,420 2,090 450 50 1,120 260
労働人口 4,849,040 18,800 41,460 8,650 950 20,550 2,380
完全失業者 522,250 3,370 2,280 740 80 1,030 210
労働人口 6,487,570 26,050 44,610 11,160 1,560 23,810 3,090
完全失業者 468,830 3,420 1,970 950 180 1,210 220
労働人口 7,361,670 28,990 34,080 12,740 1,910 22,980 3,710
完全失業者 357,290 2,910 1,760 1,070 410 670 340
労働人口 6,666,570 27,610 23,750 15,620 2,990 19,830 4,520
完全失業者 283,370 2,950 1,290 680 300 750 310
労働人口 6,499,510 28,730 18,500 10,130 2,400 18,100 3,940
完全失業者 249,170 2,630 1,250 240 180 430 140
労働人口 6,387,670 27,750 12,400 4,890 1,310 13,090 2,780
完全失業者 298,030 2,590 830 100 30 340 60
労働人口 7,064,410 28,650 7,820 1,960 460 10,490 1,780
完全失業者 378,180 2,890 560 50 30 270 60
労働人口 7,727,750 26,860 4,230 900 340 7,010 830
完全失業者 342,020 2,170 250 20 20 80 50
労働人口 4,783,140 18,390 1,710 350 50 2,960 310
完全失業者 157,830 1,210 80 40 0 30 0
労働人口 2,781,860 11,180 860 170 30 860 70
完全失業者 82,990 640 110 10 0 10 0
労働人口 2,863,020 7,870 1,210 60 0 220 30
完全失業者 3,821,160 29,030 13,080 4,640 1,300 7,000 1,850
労働人口 64,574,490 254,230 196,180 68,130 12,220 148,410 24,340
7.6
12.4
5.5
4.3
5.3
3.4
4.1
3.3
3.2
3.9
表7　年齢×完全失業者比率
総数
10.9
6.8
5.9
7.9
5.0
3.4
16.1
フィリピン中国韓国・朝鮮日本 ペルーブラジルタイ
0.0
2.7
3.50.0
40.0
8.8
6.5
0.04.5
4.710.6
7.2
13.7
12.5
13.7 7.5
9.4
5.1
5.3
22.517.419.2
5.2
6.6
7.5
6.9
6.7
4.9
5.1
5.6
5.7
23.5
16.7
6.86.7
9.1
9.3
14.6
13.2
10.6
10.1
7.0
7.4
5.8
5.1
5.0
11.225.0
18.2
12.9
11.8
10.5
10.3
9.5
9.0
10.8
11.8
10.8
8.1
11.45.9
2.9
5.7
7.2
4.9
4.2
3.9
4.4
5.4
6.4
8.1
10.7
14.5
  55～59歳
  60～64歳
  65～69歳
 70歳以上
  35～39歳
  40～44歳
  45～49歳
  50～54歳
 15～19歳
  20～24歳
  25～29歳
  30～34歳
表７　年齢×完全失業者比率
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籍のほうが60歳で定年するのではなく60代になっても働いている者が数多く存在する可能性がある。
　また、韓国・朝鮮籍では50代に技能者が多く、それより若くなると日本国籍との差が開いていく。
これは、在日コリアンのエスニック経済が脱工業化したことの結果なのか（cf. 韓 2010）、ニューカマー
韓国人が増大したことの影響なのかは、この表だけからはわからない。労務作業者や個人サービス人
になると、差は小さいものの韓国・朝鮮籍の比率の方が高い19。
19　在日コリアンに関して、ブルーカラー層に焦点を当てた研究はほとんどなされてこなかったように思われるが、
集団内部の階層分化をみるに際して今後重要になるだろう。
日本 韓国・
朝鮮
日本 韓国・
朝鮮
日本 韓国・
朝鮮
日本 韓国・
朝鮮
日本 韓国・
朝鮮
日本 韓国・
朝鮮
日本 韓国・
朝鮮
N 128,110 380 191,160 510 196,880 540 111,300 300 250,260 670 57,520 360 40 0
% 2.0 1.7 2.9 2.2 3.0 2.3 1.7 1.3 3.9 2.9 0.9 1.6 0.0 0.0
N 808,090 2,850 722,500 2,740 884,870 2,360 370,330 2,020 772,560 3,300 305,820 1,610 1,250 30
% 11.3 8.8 10.1 8.5 12.4 7.3 5.2 6.3 10.8 10.2 4.3 5.0 0.0 0.1
N 1,394,620 4,960 872,280 3,010 1,310,920 3,590 449,400 2,650 606,310 3,390 871,400 4,080 7,650 270
% 17.3 13.9 10.8 8.5 16.3 10.1 5.6 7.4 7.5 9.5 10.8 11.5 0.1 0.8
N 1,684,980 5,500 995,950 3,630 1,641,880 4,330 527,030 2,280 542,830 3,400 1,618,670 8,860 24,710 620
% 17.6 13.2 10.4 8.7 17.2 10.4 5.5 5.5 5.7 8.1 16.9 21.2 0.3 1.5
N 1,496,100 4,320 909,120 3,320 1,443,550 4,460 473,130 2,360 478,210 3,410 1,464,310 9,680 44,930 680
% 17.5 10.9 10.6 8.4 16.9 11.3 5.5 6.0 5.6 8.6 17.1 24.5 0.5 1.7
N 1,498,250 4,010 853,890 3,410 1,305,340 4,690 450,050 2,630 487,630 3,780 1,099,140 8,510 68,890 1,070
% 18.9 10.2 10.8 8.7 16.4 11.9 5.7 6.7 6.1 9.6 13.8 21.6 0.9 2.7
N 1,405,970 3,550 798,960 2,800 1,299,200 4,810 461,530 2,300 516,880 4,440 957,330 8,030 91,510 1,600
% 18.4 9.5 10.5 7.5 17.0 12.8 6.1 6.1 6.8 11.8 12.6 21.4 1.2 4.3
N 1,371,530 2,940 815,140 3,330 1,601,380 5,860 582,300 2,850 614,740 3,770 1,295,730 7,820 133,290 1,610
% 15.8 7.6 9.4 8.7 18.4 15.2 6.7 7.4 7.1 9.8 14.9 20.3 1.5 4.2
N 1,338,080 2,190 844,230 2,760 1,817,240 6,120 688,360 2,610 715,010 3,510 1,920,690 6,310 223,220 1,470
% 13.1 6.1 8.3 7.6 17.8 16.9 6.8 7.2 7.0 9.7 18.8 17.5 2.2 4.1
N 607,920 1,250 432,340 1,710 1,016,460 3,910 549,660 2,240 478,480 2,410 2,179,210 6,960 195,890 1,200
% 7.2 4.1 5.1 5.6 12.0 12.8 6.5 7.3 5.6 7.9 25.6 22.8 2.3 3.9
N 265,510 670 217,340 860 469,900 2,030 335,820 1,520 260,350 1,600 1,974,810 5,800 124,230 830
% 3.6 2.7 2.9 3.4 6.4 8.0 4.5 6.0 3.5 6.3 26.7 23.0 1.7 3.3
N 209,260 480 219,340 790 262,210 720 228,050 930 173,940 1,240 3,757,030 8,080 167,940 1,110
% 1.2 1.1 1.2 1.7 1.4 1.6 1.3 2.0 1.0 2.7 20.7 17.8 0.9 2.4
12,208,410 33,100 7,872,240 28,860 13,249,820 43,410 5,226,970 24,690 5,897,190 34,940 17,501,650 76,080 1,083,550 10,480
日本 韓国・
朝鮮
日本 韓国・
朝鮮
日本 韓国・
朝鮮
日本 韓国・
朝鮮
日本 韓国・
朝鮮
日本 韓国・
朝鮮
N 140 10 820 0 480 0 0 0 14,500 80 6,500,040 23,020
% 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.2 0.3
N 2,510 0 5,610 20 4,790 30 15,700 30 338,290 920 7,149,200 32,320
% 0.0 0.0 0.1 0.1 0.1 0.1 0.2 0.1 4.7 2.8
N 11,650 170 19,050 130 18,950 200 90,710 540 648,450 2,230 8,056,660 35,580
% 0.1 0.5 0.2 0.4 0.2 0.6 1.1 1.5 8.0 6.3
N 29,080 430 49,370 330 48,190 470 119,350 840 661,900 2,270 9,559,310 41,810
% 0.3 1.0 0.5 0.8 0.5 1.1 1.2 2.0 6.9 5.4
N 40,830 660 66,230 610 63,430 740 122,600 1,010 624,250 1,580 8,559,710 39,550
% 0.5 1.7 0.8 1.5 0.7 1.9 1.4 2.6 7.3 4.0
N 49,200 1,030 70,300 620 67,940 1,180 128,360 800 571,650 1,140 7,936,830 39,380
% 0.6 2.6 0.9 1.6 0.9 3.0 1.6 2.0 7.2 2.9
N 64,950 1,320 74,390 730 75,870 1,040 127,110 590 464,360 760 7,627,410 37,470
% 0.9 3.5 1.0 1.9 1.0 2.8 1.7 1.6 6.1 2.0
N 100,850 1,380 103,290 840 110,560 1,410 111,990 470 394,180 510 8,706,740 38,490
% 1.2 3.6 1.2 2.2 1.3 3.7 1.3 1.2 4.5 1.3
N 158,650 1,220 144,470 1,160 147,850 1,400 107,140 270 315,680 440 10,193,390 36,160
% 1.6 3.4 1.4 3.2 1.5 3.9 1.1 0.7 3.1 1.2
N 135,920 1,000 113,330 670 112,740 960 70,550 130 117,860 150 8,499,550 30,510
% 1.6 3.3 1.3 2.2 1.3 3.1 0.8 0.4 1.4 0.5
N 107,400 740 73,220 450 71,800 740 47,000 110 51,530 80 7,399,000 25,260
% 1.5 2.9 1.0 1.8 1.0 2.9 0.6 0.4 0.7 0.3
N 172,520 430 60,330 310 68,240 660 82,420 130 36,810 70 18,152,360 45,520
% 1.0 0.9 0.3 0.7 0.4 1.4 0.5 0.3 0.2 0.2
873,700 8,380 780,410 5,870 790,830 8,850 1,022,910 4,920 4,239,460 10,220 108,340,200 425,070
 70歳以上
総数
  50歳～54歳
  55歳～59歳
  60歳～64歳
  65歳～69歳
  30歳～34歳
  35歳～39歳
  40歳～44歳
  45歳～49歳
 15歳～19歳
  20歳～24歳
  25歳～29歳
個人サービス人 家事従事者 会社団体役員
  40歳～44歳
  45歳～49歳
 15歳～19歳
  20歳～24歳
  25歳～29歳
 70歳以上
総数
商店主 工場主
  50歳～54歳
  55歳～59歳
  60歳～64歳
  65歳～69歳
  30歳～34歳
  35歳～39歳
表8　社会経済分類・年齢別・日本と韓国・朝鮮の比較
サービス・その他
事業主
専門職業者 技術者 総数
事務職 販売人 技能者 労務作業者
表８　社会経済分類・年齢 日本と韓国・朝鮮の比較
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　韓国・朝鮮籍で世代ごとに差が目立つ第１のカテゴリーは専門職であった。専門職比率は、50代以
上では日本国籍より低い一方で、25～44歳では日本国籍を上回っている。この背景の１つのとして、
留学生から日本で専門職になった韓国人が比率を高めている可能性があるが、この場合、在日コリア
ンの社会移動とは関係ない。もう１つの可能性は、エスニック・ビジネスにより経済的基盤を確保し
て子どもに教育投資をしたものの、官公庁や大企業（管理職コース）から排除され専門職につくとい
う在日コリアンの世代間移動のパターンである。
　統計からみる限りでは、前者の影響の方が強いと思われる。たとえば、国勢調査が実施された２ヵ
月後である2005年末現在、韓国・朝鮮籍の在留資格「教授」は1020名、「研究」は325名になる20。こ
うした在留資格を経て永住資格を取得した者、在留資格にあらわれない専門職業者を含めれば、ニュー
カマー韓国人の専門職業者はさらに多くなると思われる。表８にある専門職業者は全体で4920名であ
るため、比較的若い層が中心のニューカマー外国人は若年層の専門職業者比率増加にかなりの影響を
及ぼしていると考えた方がよい。表1では、韓国・朝鮮籍の医師・歯科医師の従事比率が高いことを
確認できるが、必ずしも在日コリアンが管理職から排除される代わりに専門職へと進出している、と
はいえないだろう。
　最後に、家事従事者についてみると表３では日本と韓国・朝鮮籍ではほとんど差がなかった。しか
し、表８で世代別に分けてみるとこれには大きな違いがある。すなわち、55歳を境として日本と韓国・
朝鮮籍で比率が逆転し、それが相殺されて全体の比率が同じようにみえるだけであった。それより若
い層については、韓国・朝鮮籍の家事従事者比率は日本国籍よりかなり高い。ところが、55歳以上に
なると日本国籍の家事従事者比率は絶対的に増加し、韓国・朝鮮籍より相対的な比率でも高くなって
いる。近代家族論の観点からすれば、雇用者の増加は主婦化を進めるともいえるから、雇用者が少な
い韓国・朝鮮籍の家事従事者比率はむしろ低いはずである（女性の多くは自営業の家族従業員となる
ため）。その意味で、55歳以上については社会経済的地位により説明できるが、それ以下の年齢につ
いては別の説明が必要になる。
　文化的な要因が作用しているという見方も、現実の説明としては説得力がない。家父長制の影響で
あれば、世代により差が生じることの説明に困難を来たす。また、ある程度の若年層になると在日コ
リアン同士の結婚のほうが少数になるため、文化的な説明はさらに難しくなる。若年層が多いニュー
カマー韓国人において、家事従事者が多いという可能性がないとはいえないが、それを裏付けるよう
な研究は筆者が知る限りない。いずれにせよ、本稿では結論を下せないため今後の課題として挙げて
おきたい。
20　入管協会『在留外国人統計』2006年版。在日コリアンの在留資格は特別永住者であるため、それ以外の在留資
格を持つ者はすべてニューカマーとみなしうる。
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４．結語に代えて
　本稿には、これまで研究上の常識としていわれてきたことの確認と、データに基づく新たな知見の
導出という２つの性格がある。このうち後者についてまとめることで、次なる分析につなげていきた
い。
　まず、既存の公開データでも得られる知見だが、それをより細かくみると全体的には以下のように
いいうる。世界的にみると、脱工業化した国の多くはサービス業を中心に移民を包摂してきたが、日
本でサービス業従事比率が高いのは韓国・朝鮮籍だった。ニューカマー外国人は、エンターテイナー
のような例外的なニッチを除けば、多くが製造業へと包摂されている。この原因の１つは、選別的な
入管政策によるものであり、労働ではない興行という在留資格でエンターテイナーが包摂されるしか
ないように、サービス業への包摂を進めてこなかったことによる。それに対して、研修・技能実習と
いう在留資格は、生産性の低い製造業へと低賃金労働者を包摂するべく制度設計がなされており、製
造業への政策的誘導があったとみるべきだろう。だが、在留活動に制限がなく賃金の高い仕事を志向
する南米国籍の圧倒的多数は、製造業に包摂されている。この現実は、単に政策的誘導があったとい
うだけでは説明できない。日本の製造業には国際的競争力がまだ存在し、相対的に高い賃金を払えた
がゆえに、仕事を選べる南米国籍の労働者が包摂されたことも意味している21。今後は、労働力不足
が予想される看護・介護部門に包摂するような入管政策が施行されれば、サービス産業への包摂が政
策的に進む可能性もあるだろう。
　次に、もっとも多くの知見が得られたのは韓国・朝鮮籍についてである22。これまで在日コリアン
のニッチと呼ばれてきた職業・産業は現在でも維持されているが、2000年から2005年までの短期間で
も変化があった。すなわち、ニッチの多くについて従事比率は５年間で確実に低下しており、特定業
種を中心とした自営業者という在日コリアンのエスニック経済は、思いのほか変化が激しかった。こ
れは、ニッチへの集中から分散傾向を示すものとみなしてよいだろうが、それはどのような方向に向
かっているのか。旧中間層中心というこれまでの状況から、労働者層と新中間層のどちらに多く流出
していくのか。それと学歴との関連はどのようになっているのか。こうした論点は、今後の時系列的
な比較によって明らかにできるだろう23。韓国・朝鮮籍の場合、こうした変化はジェンダー的に異な
る形で進んでいることも本稿からは看取できた。女性のほうが新中間層に属する比率が高く、エスニッ
ク経済の担い手たる男性と一般労働市場に参入する女性という分業が進んでいるようにもみえる。
21　もちろん、この結論は南米国籍の労働条件の劣悪さを無視するものではなく、多くの留保をした上での評価で
ある。
22　これは単純に人数が多いがゆえに、細かなクロス表の分析が可能になったことにもよるが、同時に職業が多様
であるがゆえに分析上の論点が多かったことにもよる。2010年の国勢調査では、外国人登録者数で中国籍が首位に
あるため、今度は中国籍に関して細かな分析が可能になるだろう。
23　本稿が用いた2005年国勢調査では学歴について聞いていないため、学歴と職業の関連を分析できなかった。10
年ごとに行われる大調査（下一桁が0の年に行われる調査）では学歴を聞いているため、1990～2010年まで10年ご
との変化を分析することも可能である。
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　最後に、中国籍の情報通信産業の例が示すように、新たな産業へと外国人が包摂される状況も萌芽
的ではあるが確認できた。市場が飽和している業種に新規参入するには、より劣悪な条件を甘受しな
ければ競争力を持つことはできないため、上昇移動にはつながりにくい。それに対して、市場が拡大
している産業に参入すれば、上昇移動の機会も多くなるだろう。日本国籍を取得したが、一代で大企
業を育てた在日コリアンであるソフトバンクの創業者・孫正義の例などは、こうした可能性を示すも
のといえる。
　これらの知見は、時系列的な比較のための基礎的な仮説を構成するものであり、検証のためには動
態的な分析が必要になる。国勢調査の国籍別集計は1990年から入手可能になっており、我々はすでに
1990～2005年までのデータを入手した。2013年に入手可能となる2010年国勢調査データと合わせれば、
20年間の変化を具体的に明らかにできる。特に年齢別の集計が可能になったことにより、ここでみて
きた状況が時代効果によるものか、加齢効果によるものか、コーホート効果によるものかをかなりの
程度明らかにできるだろう。すなわち、外国人の包摂のあり方は、その時々の日本の経済状況や入管
政策にどの程度左右されるのか（時代効果）。在日コリアンのような特定の集団は、年齢と共にどの
ような職業キャリアを辿るのか（加齢効果）、そのキャリアは世代が変わっても大きくは変わらない
のか（コーホート効果）。こうした問いを念頭におきつつ、各年次の調査結果の予備的な検討、およ
びそれを比較の土俵に乗せた本格的な分析を行うことが次なる課題となる。
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